
四日市市子ども・子育て支援法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 平成３０年３月３０日 

                     四日市市長  森  智 広 

四日市市規則第３２号 

   四日市市子ども・子育て支援法施行細則の一部を改正する規則 

 四日市市子ども・子育て支援法施行細則（平成２６年四日市市規則第５３号）の一

部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２

４年法律第６５号。以下「法」という。）

の施行については、子ども・子育て支援

法施行令（平成２６年政令第２１３号。

以下「施行令」という。）、子ども・子

育て支援法施行規則（平成２６年内閣府

令第４４号。以下「支援法施行規則」と

いう。）、四日市市特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業の利用者負担

額を定める条例（平成２９年四日市市条

例第２２号）及び四日市市特定教育・保

育施設及び特定地域型保育事業の利用

者負担額を定める条例施行規則（平成３

０年四日市市規則第 号）に定めるもの

のほか、この規則に定めるところによ

る。 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２

４年法律第６５号。以下「法」という。）

の施行については、子ども・子育て支援

法施行令（平成２６年政令第２１３号。

以下「施行令」という。）及び子ども・

子育て支援法施行規則（平成２６年内閣

府令第４４号。以下「支援法施行規則」

という。）に定めるもののほか、この規

則に定めるところによる。 

  

 （支給認定の申請等）  （支給認定の申請等）  

第３条 （略） 第３条 （略）  

２ 市長は、前項の申請に係る小学校就

学前子どもの保護者が支給認定に該当

２ 市長は、前項の申請に係る小学校就学

前子どもの保護者が支給認定に該当する



すると認めたときは、支給認定証（第２

号様式）を、認められないときは、支給

認定申請却下通知書（第３号様式）を当

該申請に係る保護者に交付するものと

する。 

と認めたときは、支給認定証（第２号様式）

を、認められないときは、支給認定申請却

下通知書（第２号様式の２）を当該申請に

係る保護者に交付するものとする。  

  

 （利用者負担の額） 

 第４条 利用者負担の額は、法第２７条

第３項第２号、第２８条第２項各号、第

２９条第３項第２号及び第３０条第２

項各号（法附則第９条第１項の規定の適

用があるときは、同項第１号イ、第２項

イ（１）若しくはロ（１）又は第３号イ

（１））に掲げる政令で定める額を限度

として市長が定める額とし、別表のとお

りとする。ただし、四日市市立保育所入

所児童に要する費用に関する規則（昭和

３８年規則第１６号）及び四日市市入所

児童の保育委託に関する規則（平成１２

年規則第３０号）に定める保育料につい

てはこの限りでない。 

 ２ 支援法施行規則第７条（支援法施行

規則第１３条において準用する場合を

含む。）の規定による支給認定保護者に

対する通知は、保育料決定通知書（第３

号様式）により行うものとする。 

  

第４条 （略） 第５条 （略） 

  

第５条 （略） 第６条 （略） 

  

第６条 （略） 第７条 （略） 



  

第７条 （略） 第８条 （略） 

  

第８条 （略） 第９条 （略） 

  

第９条 （略） 第１０条 （略） 

  

第１０条 （略） 第１１条 （略） 

  

附 則 附 則 

 （公立幼稚園の利用者負担額） 

 ５ 四日市市立幼稚園条例（昭和２８年

四日市市条例第２５号）第２条に規定す

る幼稚園に入園した、法第１９条第１項

に該当する支給認定子どもの利用者負

担の額については、第４条の規定に関わ

らず、当分の間、次の表に掲げるとおり

とする。 

 (1) 利用者負担額 

 納入義務者の属する世帯の

階層区分 

利用者負

担額 

（月額）

単位：円 

階

層

区

分 

定義 

第

１ 

生活保護法による被保

護世帯（単給世帯を含

む。）及び中国残留邦

人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した

中国残留邦人等及び特

０ 



定配偶者の自立の支援

に関する法律による支

援給付受給世帯 

第

２ 

市町村民税所得割非課

税世帯 

２，３０

０ 

第

３ 

市町村民税所得割課税

世帯 

課税額 ５，００１円

未満 

５，１７

０ 

第

４ 

市町村民税所得割課税

世帯 

課税額 ５，００１円

以上１０，００１円未

満 

６，３２

０ 

第

５ 

市町村民税所得割課税

世帯 

課税額１０，００１円

以上 

６，９０

０ 

 

 (2) 多子世帯の利用者負担額 

 区分 利用者負担額 

入園児童と同一の

世帯に属する兄姉

が１人、特定教

育・保育施設若し

くは特定地域型保

育事業所、幼稚園、

認定こども園、特

別支援学校幼稚

部、知的障害児通

園施設、難聴幼児

通園施設、肢体不

利用者負担額欄の

各認定区分の額に

１００分の５０を

乗じて得た額。た

だし、第２階層は、

利用者負担額を０

とする。 



自由児施設通園部

若しくは情緒障害

児短期治療施設通

所部（以下「保育

所等」という。）

に入所若しくは児

童発達支援を利用

し、又は小学校（義

務教育学校の前期

課程含む。）の第

１学年から第３学

年までに在学する

場合 

１の利用者負担額

算定の基準となる

市町村民税所得割

課税額が７７，１

０１円未満である

とき、入園児童と

生計を一つにする

兄姉又は次の各号

に該当する者で当

該入園児童より早

く出生した者が１

人いる場合 

ア 当該入所児

童の保護者に

監護されてい

た者 

イ 当該入所児

童の保護者又

利用者負担額欄の

各認定区分の額に

１００分の５０を

乗じて得た額。た

だし、第２階層は、

利用者負担額を０

とする。 



はその配偶者

の直系卑属（当

該入所児童の

保護者に監護

される者及び

監護されてい

た者を除く。） 

入園児童と同一の

世帯の属にする兄

姉が中学校（義務

教育学校の後期課

程含む。）の第３

学年までに２人以

上いる場合 

０ 

１の利用者負担額

算定の基準となる

市町村民税所得割

課税額が７７，１

０１円未満である

とき、入園児童と

生計を一つにする

兄姉又は次の各号

に該当する者で当

該入園児童より早

く出生した者が２

人以上いる場合 

ア 当該入所児

童の保護者に

監護されてい

た者 

イ 当該入所児

０ 



童の保護者又

はその配偶者

の直系卑属（当

該入所児童の

保護者に監護

される者及び

監護されてい

た者を除く。） 

上記の条件を複数

満たす場合 

その低額なもの 

 

 備考 

 (1) 利用者負担額は、４月２日から翌

年４月１日までに生まれた児童を

同一年齢児として扱う。 

 (2) 利用者負担額は、複数の要件を満

たすときは、その低額なものとす

る。 

 (3) ４月分から８月分までの利用者

負担額は前年度市町村民税の額に

より、９月分から翌年３月分までの

利用者負担額は、当年度市町村民税

の額により算定する。 

 (4) 表の第３階層から第５階層まで

における「所得割」とは、地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）第２

９２条第１項第１号に規定する所

得割（同法第３１４条の７、同法第

３１４条の８、同法附則第５条第３

項及び第５条の４第６項及び第５

条の４の２第５項の規定は適用し

ない。）の額をいう。地方税法第３



２３条に規定する市民税の減免が

ある場合は、その額を所得割の額又

は均等割額からそれぞれ控除して

得た額を所得割の額又は均等割額

とする。この場合において、世帯員

が非婚の一人親（婚姻の届出をして

いない事実上婚姻関係と同様の者

は除く。）であるときは、寡婦控除

の適用があるものとみなす。 

 (5) 第２階層において次に掲げる世

帯は、利用者負担額を０円とし、第

３階層において次に掲げる世帯の

利用者負担額は、利用者負担額欄の

認定区分の額から１，０００円を控

除した額に１００分の５０を乗じ

て得た額、第４階層及び第５階層中

「所得割額」が７７，１０１円未満

で次に掲げる世帯は、第２階層の利

用者負担額欄の認定区分の額とす

る。ただし、入園児童と生計を一つ

にする兄姉又は当該入園児童の保

護者又はその配偶者の直系卑属（当

該入園児童の保護者に監護される

者及び監護されていた者を含む）者

で当該入園児童より早く出生した

者が１人以上いる場合は、当該入園

児童の利用者負担額は０円とする。 

 ① 母子及び父子並びに寡婦福祉

法（昭和３９年法律第１２９号）

第６条第６項に規定する配偶者

のない者で現に児童を扶養して

いるものの世帯 



 ② 次に掲げる在宅障害児（者）を

有する世帯 

 ア 身体障害者福祉法（昭和２４

年法律第２８３号）第１５条に

定める身体障害者手帳の交付を

受けた者 

 イ 療育手帳制度要綱（昭和４８

年厚生省発児第１５６号）に定

める療育手帳の交付を受けた者 

 ウ 精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律（昭和２５年法

律第１２３号）第４５条に定め

る精神障害者保健福祉手帳の交

付を受けた者 

 エ 特別児童扶養手当等の支給

に関する法律（昭和３９年法律

第１３４号）に定める特別児童

扶養手当の支給対象児又は国民

年金法（昭和３４年法律第１４

１号）に定める国民年金の障害

基礎年金の受給者 

 ③ 児童の保護者の申請に基づき、

生活保護法に定める要保護者等

特に困窮していると市長が認め

た世帯 

 (6) 月途中における入退所があった

場合の利用者負担額は、次に定める

算式により算出して得た額とする。 

 利用者負担額（月額）×在籍期間

中の開所日数（当該日数が２０日を

超える場合は２０日）÷２０日 

 (7) 利用者負担額に１０円未満の端



数が生じた場合は、端数を切り捨て

る。 

 

改正後 

 

 

改正前 

別表（第４条関係） 

１ 法第１９条第１項第１号に該当するもの 

納入義務者の属する世帯の階層区分 利用者負担限度額 

（月額）単位：円 

階層

区分 

定義 年齢区分 

満３歳・３歳

児 

４歳以上児 

第１ 生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含

む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律によ

る支援給付受給世帯 

０ ０ 

第２ 市町村民税所得割非課税世帯 ４００ ０ 

第３ 市町村民税所得割課税世帯 

課税額 ４８，５９９円未満 

３，９００ ２，７００ 

第４ 市町村民税所得割課税世帯 

課税額 ４８，６００円以上６２，８５１円

未満 

６，５００ ４，８００ 

第５ 市町村民税所得割課税世帯 

課税額 ６２，８５１円以上７７，１０１円

未満 

１１，１００ ８，２００ 

第６ 市町村民税所得割課税世帯 

課税額 ７７，１０１円以上１４４，１５１

円未満 

１５，７００ １１，６００ 



第７ 市町村民税所得割課税世帯 

課税額 １４４，１５１円以上２１１，２０

１円未満 

１７，９００ １４，０００ 

第８ 市町村民税所得割課税世帯 

課税額２１１，２０１円以上 

２３，１００ １８，２００ 

 

２ 法第１９条第１項第２号及び法第１９条第１項第３号に該当するもの 

納入義務者の属する世帯の階層

区分 

利用者負担限度額（月額）単位：円 

上段の金額：保育標準時間認定 

下段（ ）内の金額：保育短時間認定 

階層

区分 

定義 年齢区分 

３歳未満児 ３歳児 ４歳以上児 

第１ 生活保護法による被保護

世帯（単給世帯を含む。）

及び中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人

等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律によ

る支援給付受給世帯 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

第２ 市町村民税非課税世帯 ６，７００ 

（５，６００） 

４，９００ 

（３，８００） 

４，２００ 

（３，１００） 

第３ 市町村民税所得割非課税

世帯（均等割額のみ） 

１１，０００ 

（８，５００） 

７，９００ 

（５，４００） 

７，３００ 

（４，８００） 

第４ 市町村民税所得割課税世

帯 

課税額 ４８，６００円

未満 

１２，２００ 

（９，７００） 

９，１００ 

（６，６００） 

８，６００ 

（６，１００） 

第５ 市町村民税所得割課税世

帯 

課税額 ４８，６００円

１５，６００ 

（１３，１０

０） 

１１，７００ 

（９，２００） 

１０，８００ 

（８，３００） 



以上５８，８００円未満 

第６ 市町村民税所得割課税世

帯 

課税額 ５８，８００円

以上９７，０００円未満 

２６，４００ 

（２３，９０

０） 

１９，３００ 

（１６，８０

０） 

１６，８００ 

（１４，３０

０） 

第７ 市町村民税所得割課税世

帯 

課税額 ９７，０００円

以上１３３，０００円未

満 

３５，９００ 

（３３，４０

０） 

２５，０００ 

（２２，５０

０） 

２０，８００ 

（１８，３０

０） 

第８ 市町村民税所得割課税世

帯 

課税額１３３，０００円

以上１６９，０００円未

満 

４１，９００ 

（３９，４０

０） 

２７，３００ 

（２４，８０

０） 

２２，６００ 

（２０，１０

０） 

第９ 市町村民税所得割課税世

帯 

課税額１６９，０００円

以上２３５，０００円未

満 

４７，６００ 

（４５，１０

０） 

２９，８００ 

（２７，３０

０） 

２５，０００ 

（２２，５０

０） 

第１

０ 

市町村民税所得割課税世

帯 

課税額２３５，０００円

以上３０１，０００円未

満 

５２，０００ 

（４９，５０

０） 

３１，９００ 

（２９，４０

０） 

２５，８００ 

（２３，３０

０） 

第１

１ 

市町村民税所得割課税世

帯 

課税額３０１，０００円

以上 

５８，５００ 

（５６，００

０） 

３３，１００ 

（３０，６０

０） 

２６，６００ 

（２４，１０

０） 

 

３ 多子世帯の利用者負担限度額（単位：円） 



区分 利用者負担限度額 

特定教育・保育施設若しくは特定地域保育型保育事業所の入所

者と同一の世帯に属する兄姉が１人、特定教育・保育施設若し

くは特定地域型保育事業所、幼稚園、認定こども園、特別支援

学校幼稚部、知的障害児通園施設、難聴幼児通園施設、肢体不

自由児施設通園部若しくは情緒障害児短期治療施設通所部（以

下「保育所等」という。）に入所若しくは児童発達支援を利用

している場合（法第１９条第１項の第１号の認定を受けた児童

については小学校（義務教育学校の前期課程含む。）の第１学

年から第３学年までに在学する場合 

利用者負担限度額

欄の各認定区分の

額に１００分の５

０を乗じて得た

額。ただし、第２

階層は、利用者負

担額を０とする。 

１．２の利用者負担額算定の基準となる市町村民税所得割課税

額が７７，１０１円未満であるとき（法第１９条第１項第２号

又は第３号の認定を受けた児童については５７，７００円）、

特定教育・保育若しくは特定地域型保育事業所の入所児童と生

計を一つにする兄姉又は次の各号に該当する者で当該入所児

童より早く出生した者が１人いる場合 

ア 当該入所児童の保護者に監護されていた者 

イ 当該入所児童の保護者又はその配偶者の直系卑属（当該

入所児童の保護者に監護される者及び監護されていた者

を除く。） 

利用者負担限度額

欄の各認定区分の

額に１００分の５

０を乗じて得た

額。ただし、第２

階層は、利用者負

担額を０とする。 

特定教育・保育施設若しくは特定地域保育型保育事業所の入所

者と同一の世帯に属する兄姉が中学校（義務教育学校の後期課

程含む。）の第３学年までに２人以上いる場合 

０ 

利用者負担限度額算定の基準となる市町村民税所得割課税額

が、１の表の場合においては７７，１０１円未満、２の表の場

合においては５７，７００円未満であるとき、特定教育・保育

若しくは特定地域型保育事業所の入所児童と生計を一つにす

る兄姉又は次の各号に該当する者で当該入所児童より早く出

生した者が２人以上いる場合 

ア 当該入所児童の保護者に監護されていた者 

イ 当該入所児童の保護者又はその配偶者の直系卑属（当該

０ 



入所児童の保護者に監護される者及び監護されていた者

を除く。） 

上記の条件を複数満たす場合 その低額なもの 

備考 

(1) 保育標準時間認定及び保育短時間認定とは、四日市市子ども・子育て支援法施

行細則（平成２６年四日市市規則第５３号）第４条に規定する保育必要量の認定

を受けた区分をいう。 

(2) 利用者負担限度額は、４月２日から翌年４月１日までに生まれた児童を同一年

齢児として扱う。 

(3) 利用者負担限度額は、複数の要件を満たすときは、その低額なものとする。 

(4) ４月分から８月分までの利用者負担限度額は前年度市町村民税の額により、９

月分から翌年３月分までの利用者負担限度額は、当年度市町村民税の額により算

定する。 

(5) ２の表の第３階層における「均等割額」とは、地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）第２９２条第１項第１号に規定する均等割の額をいい、第３階層から第

１１階層までにおける「所得割」とは、同項第２号に規定する所得割（同法第３

１４条の７、同法第３１４条の８、同法附則第５条第３項及び第５条の４第６項

及び第５条の４の２第５項の規定は適用しない。）の額をいう。地方税法第３２

３条に規定する市民税の減免がある場合は、その額を所得割の額又は均等割額か

らそれぞれ控除して得た額を所得割の額又は均等割額とする。この場合において、

世帯員が非婚の一人親（婚姻の届出をしていない事実上婚姻関係と同様の者は除

く。）であるときは、寡婦控除の適用があるものとみなす。 

(6) １及び２の表の第２階層において次に掲げる世帯は、利用者負担限度額を０円

とし、１の表の第３階層、第４階層及び第５階層、２の表の第３階層から第５階

層及び第６階層中「所得割額」が７７，１０１円未満で次に掲げる世帯の利用者

負担限度額は、第２階層の利用者負担限度額欄の認定区分の額とする。ただし、

特定教育・保育若しくは特定地域型保育事業所の入所児童と生計を一つにする兄

姉又は当該入所児童の保護者又はその配偶者の直系卑属（当該入所児童の保護者

に監護される者及び監護されていた者を含む）者で当該入所児童より早く出生し

た者が１人以上いる場合は、当該入所児童の利用者負担限度は０円とする。 

① 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第６

項に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養しているものの世帯 



② 次に掲げる在宅障害児（者）を有する世帯 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に定める身体

障害者手帳の交付を受けた者 

イ 療育手帳制度要綱（昭和４８年厚生省発児第１５６号）に定める療育手

帳の交付を受けた者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

第４５条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）

に定める特別児童扶養手当の支給対象児又は国民年金法（昭和３４年法律

第１４１号）に定める国民年金の障害基礎年金の受給者 

③ 児童の保護者の申請に基づき、生活保護法に定める要保護者等特に困窮して

いると市長が認めた世帯 

(7) 保育認定を受けたものに限り、１箇月全日欠席児童の利用者負担限度額につい

ては、所定の月額の利用者負担限度額の７割とする。また、１日でも出席した場

合は、その月の利用者負担額は減額しない。 

(8) 月途中における入退所があった場合の利用者負担限度額は、次に定める算式に

より算出して得た額とする。 

１の表の適用を受ける場合 

利用者負担限度額（月額）×在籍期間中の開所日数（当該日数が２０日を超え

る場合は２０日）÷２０日 

２の表の適用を受ける場合 

利用者負担限度額（月額）×在籍期間中の開所日数（当該日数が２５日を超え

る場合は２５日）÷２５日 

(9) 利用者負担限度額に１０円未満の端数が生じた場合は、端数を切り捨てる。 

 

第２号様式を次のように改める。 

 



第２号様式（第３条関係） 

                                     年 月 日 

様 

 

                         四日市市長 

 

支 給 認 定 証 

支 給 認 定 証 番 号 第        号 

入 所 す る 児 童 の 氏 名 

及 び 生 年 月 日 
 

保 護 者 の 氏 名 

及 び 生 年 月 日 
 

居 住 地  

支 給 認 定 区 分  

保 育 必 要 量  

保育を必要とする事由  

有 効 期 間 年 月  日 から  年 月  日   まで 

 

備考 

この決定に不服のあるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に

四日市市長に対して、審査請求をすることができます。 

この決定の取消しの訴えは、この通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に四

日市市を被告として（訴訟において四日市市を代表するものは四日市市長となります。）、

提起することができます（なお、この決定があったことを知った日から６か月以内であ

っても、決定の日から１年を経過するとこの決定の取消しの訴えを提起することができ

なくなります。）ただし、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月

以内に審査請求した場合には、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます（な

お、裁決があったことを知った日から６か月以内であっても、裁決の日から１年を経過

するとこの決定の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 



第２号様式の２を削る。  

 

  



第３号様式を次のように改める。 

  



第３号様式（第３条関係） 

                           年  月  日  

                           

 

           様  

 

 

                   四日市市長     

 

 

支給認定申請却下通知書支給認定申請却下通知書支給認定申請却下通知書支給認定申請却下通知書    

 

 

     年   月  付けの支給認定申請について、下記の理由により却下しました 

ので通知します。 

    

 

申 請 者 氏 名 ： 

申請に係る子どもの氏名： 

却 下 理 由 ： 

 

 

  教示 

  こ の 決 定 に 不 服 の あ る と き は 、 こ の 通 知 を 受 け た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ３ か 月 以 内 に 四 日 市 市 長

に 対 し て 、 審 査 請 求 を す る こ と が で き ま す 。  

こ の 決 定 の 取 消 し の 訴 え は 、こ の 通 知 を 受 け た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ６ か 月 以 内 に 四 日 市 市 を 被 告

と し て（ 訴 訟 に お い て 四 日 市 市 を 代 表 す る も の は 四 日 市 市 長 と な り ま す 。）、提 起 す る こ と が で き ま

す（ な お 、こ の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 か ら ６ か 月 以 内 で あ っ て も 、決 定 の 日 か ら １ 年 を 経 過 す

る と こ の 決 定 の 取 消 し の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き な く な り ま す 。）た だ し 、こ の 決 定 が あ っ た こ と

を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ３ か 月 以 内 に 審 査 請 求 し た 場 合 に は 、こ の 決 定 の 取 消 し の 訴 え は 、そ

の 審 査 請 求 に 対 す る 裁 決 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ６ か 月 以 内 に 提 起 す る こ と が

で き ま す（ な お 、裁 決 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 か ら ６ か 月 以 内 で あ っ て も 、裁 決 の 日 か ら １ 年 を 経 過

す る と こ の 決 定 の 取 消 し の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き な く な り ま す 。 ） 。  

  



  附 則 

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

                     （こども未来部保育幼稚園課） 


